
事業事前評価表（技術協力プロジェクト）

平成17年12月9日
担当部・課：農村開発部第一グループ第二チーム

1．案件名

カンボジア国「灌漑技術センター計画 フェーズ2」

2．協力概要

（1）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述：

本案件の協力の方向性は、水資源気象省（MOWRAM）及び同省地方事務所（PDWRAM）によって実
施されるかんがい事業地区において、効率的に水資源が利用されることにより農業生産が安定し、農
家の生計が改善されることを目指すものである。このため、「灌漑技術センター計画」（2001年1月
～2006年1月）の成果を礎に、1．MOWRAM及びPDWRAMの技術力向上、2．パイロットサイトに
おける活動に参加した農民による自主的な末端水路における水管理の実施、をプロジェクト目標と
し、1）灌漑技術センター（TSC）の組織的技術力向上、2）MOWRAM及びPDWRAM技術者の技術力
向上、3）パイロットサイトでのPDWRAM技術者と農民との協力による末端水路の建設及び水管理活
動の開始、を図ることとする。

（2）協力期間：

2006年1月～2009年6月（3年6ヶ月）

（3）協力総額（日本側）：

約3.6億円

（4）協力相手先機関：水資源気象省（Ministry of Water Resources and
Meteorology（MOWRAM））

＊同省地方事務所（Provincial Department of Water Resources and Meteorology（PDWRAM））
及び灌漑技術センター（Technical Service Center for Irrigation System: TSC、フェーズ1開始時に
MOWRAMが設立）も協力の対象

（5）国内協力機関：農林水産省

（6）対象地域

1）モデルサイト

TSCでの研修に加え、MOWRAM及びPDWRAMの技術者に実践的な経験を積ませることを目的
に、TSCの計画・実施により末端水路整備や水管理に関するOJTを行う場として、以下の1ヵ所を設
置。

カンダール州カンダルストゥン地区かんがい事業地区内 約260ha

2）パイロットサイト

TSCでの研修、モデルサイトでのOJTを通じて育成されたMOWRAM及びPDWRAM技術者が実務とし
てかんがい事業を実施する場として、以下の3ヵ所を設置。事業の実施主体はカンボジア側であり、
プロジェクトでは技術的な側面支援を行う。

A：カンダール州カンダルストゥン地区かんがい事業地区（モデルサイトを除く） 1,700ha程度

B：プルサット州トリアマオーム地区 約100ha



C：タケオ州トムネィ地区 約300ha

（7）裨益対象者および規模：

＜直接裨益者＞

技術移転の対象：MOWRAMの技術部門に従事している技術者226人及びMOWRAMの内局であ
るPDWARMの技術者204人の計430人
モデルサイト（約260ha）の農家 458世帯、約2,200人
パイロットサイトの農家 約2,800世帯、13,500人

A：カンダール州カンダルストゥン地区（1,700ha程度） 2,337世帯、約11,200人

B：プルサット州トリアマオーム地区（約100ha） 約80世帯、400人

C：タケオ州トムネィ地区（約300ha） 384世帯、約1,900人

＜間接裨益者＞

モデルサイト、パイロットサイトを除くMOWRAM及びPDWRAMのかんがい事業地区の農民

3．協力の必要性・位置づけ

（1）現状および問題点

カンボジアでは、近年の工業化に伴いGDPに占める農業の割合は47.3％（1993年）から
34.5％（2002年）に低下しつつあるが、就業人口の75％が従事する重要な産業である。特に、コメ
は耕作面積の97％を占め、農家の大多数がコメ生産に従事しており、カンボジア農業の中心的作物と
なっている。しかし、カンボジアのコメの生産性はha当り2.05tで、近隣諸国（ベトナム：4.50t、
ラオス：3.18t、ミャンマー：3.60t）と比較しても低水準にとどまっている。さらに、農村居住者の
年間家計支出は、自家生産消費を含めても900～950ドルに過ぎず、1人・日当たり0.5ドルに相当
し、極貧ラインを下回っている。

カンボジアのコメの生産性が低い主な要因としては、コメ生産技術の改善が進んでいないことととも
に、かんがい農業の遅れが挙げられる。コメ生産技術の改善に対しては、2003年4月より3年間の計
画で技術協力プロジェクト「バッタンバン農業生産性強化計画」に取り組んでおり、同州コンピンプ
イ地域で挙がりつつある成果を今後全国に波及していくことが期待されている。

他方、かんがいに関しては、全農地の20％程度で行われているに過ぎず、農地のほとんどが天水に依
存していることから、旱魃や洪水の影響を受けやすいなど収穫が不安定となっている。カンボジアで
は、約20年間に及ぶ内戦によってかんがい施設をはじめとする農業インフラの破壊、1975～1979
年のクメール・ルージュ体制下での不適切な技術によるかんがい開発もあり、適正施設の整備が大き
く遅れている。また、長期にわたる内戦によって実践的技術・経験を有したかんがい技術者が著しく
減少し、さらに、かんがい事業の実施機関として1999年に設立されたMOWRAMでさえも技術者の技
術力向上を図る人材育成制度が確立されていないばかりか、国内の高等教育機関、職業教育の場でか
んがい技術が総合的に習得できる枠組みが確立されていない。このようなかんがい技術者の不足がカ
ンボジアの稲作において低く不安定な生産性の主要な要因となっており、当国農業の進展の大きな障
害になっている。

この現状を踏まえ、MOWRAMが新たにTSCを設立した上で、2001年1月から5年間の計画で「灌漑技
術センター計画（フェーズ1）」が実施され、その結果、かんがい事業の中心となる技術者（TSC）に
基礎的な技術が定着するなど、協力期間終了までに人材育成において一定の成果が見込まれる。本案
件は、フェーズ1の成果をかんがい農業が十分に行われていない地域の農民にまで普及・発展させる
ことにより、農村地域における効率的な水資源の利用による農業生産の安定・向上を図り、貧困農民
の生計向上を視野に入れた協力を行うものである。

（2）相手国政府国家開発政策上の位置づけ：

カンボジア政府は、第2次社会経済開発計画（Socio Economic Development Plan-II, SEDPII,2001～



2005）の中でかんがい分野の開発を最優先課題の一つとしてきた。また、貧困削減に関する骨太の
戦略文書であるNPRS（National Poverty Reduction Strategy, 2003-2005）の中では、貧困層の約
90％が農村部に居住している事実を認識し、国家の経済成長と貧困撲滅のための優先的行動課題の1
つとして「土地・農業に関する改善」を挙げている。

2004年7月に発足した第3次フン・セン政権は、SEDPIIとNPRSの開発理念を継承・統合した2009年
までの基本政策文書である「四方戦略」を発表した。ここでは4つの柱となる政策分野のうち、「イ
ンフラの更なる整備及び増設」と「農業分野の充実」の中で、それぞれ1）水資源・かんがいの管
理、2）農業生産性の向上、を優先開発課題として明示し、かんがい分野の充実による農業セクター
の生産性向上を掲げている。これを受ける形でMOWRAMでは、現在当該セクターの開発戦略である
「SDP:MOWRAM 2006－2010（SDP :Strategic Development Plan）」を策定中であるが、この中
においても、a）水資源管理と開発、b）行政、管理と人材開発、という本案件に合致する行動目標を
示している。

（3）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位置付
け）

2002年2月に策定された「外務省カンボジア国別援助計画」の中では、1）持続的な経済成長と安定
した社会の実現、2）社会的弱者支援、3）グローバルイシューへの対応、4）ASEAN諸国との格差是
正のための支援、の4つの課題に対し重点的に援助を実施することとしている。また、現在最終ドラ
フトが決裁中である2005年度のJICA国別事業実施計画では、重点協力分野として「農業・農村開
発」を、またその開発課題としてa）農業生産の振興、b）農村生活の改善、c）自然資源の持続的利
用、の3つを掲げている。本案件は、フェーズ1とともに、a）農業生産の振興、の中の2つのプログラ
ムのうち、「かんがい農業・営農改善プログラム」を構成する一つのプロジェクトとして位置づけら
れる。

4．協力の枠組み

＊指標の目標値は、運営指導調査団派遣時（もしくはそれまで）にカンボジア側と協議の上決定する
予定。

（1）協力の目標（アウトカム）

1）協力終了時の達成目標

【1】： 水資源気象省（MOWRAM）及び同省地方事務所（PDWRAM）の技術力が向上する

【2】： パイロットサイトにおける活動に参加した農民が自主的に末端水路の水管理を実施できるよ
うになる

［指標］

研修およびOJTに参加した技術者がカリキュラムで設定された到達目標をクリアする
パイロットサイトにて効率的な水管理が行なわれる末端水路延長が増加する
パイロットサイトにて農民達が話し合いを行い、プロジェクトで研修した水管理作業を実践する
農民数が増加する

2）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）

育成されたMOWRAM及びPDWRAMの技術者によって実施されたかんがい事業地区において、効率的
に水資源が利用されることにより農業生産が安定し、農家の生計が改善される

［指標］

育成されたMOWRAM及びPDWRAMの技術者が整備するかんがい事業地区において、

かんがい面積が増加する
稲の単位あたり収量が増加する



農業所得が増加する

（2）活動及びその成果（アウトプット）

【成果1：TSCにおいて、】

成果1-1：研修システムを確立する

活動1-1-1：カリキュラムを作成する

活動1-1-2：マテリアルを作成する

［指標］

TSCスタッフが計画された研修カリキュラムを完成する
TSCスタッフが計画された研修マテリアルを完成する

成果1-2：技術マニュアルを整備する

活動1-2-1：マニュアルリストを作成する

活動1-2-2：マニュアルを編纂する

活動1-2-3：マニュアルをクメール語に翻訳する

［指標］

TSCスタッフが計画された技術マニュアルリストを完成する
TSCスタッフが計画された技術マニュアルを完成する

成果1-3：技術情報の管理を行う

活動1-3-1：技術情報の収集、整理を行なう

活動1-3-2：技術情報の提供を行なう

［指標］

技術情報書庫が完成する
蔵書リストが完成する

【成果2：TSCでの研修およびモデルサイトでのOJTを通じてMOWRAM及びPDWRAMの技術者の技術
力が向上する】

活動2-1：TSCでMOWRAMとPDWRAMの技術者に対し研修を実施する

活動2-2：モデルサイトでMOWRAMとPDWRAMの技術者に対しOJTを実施する

［指標］

モデルサイトでMOWRAM、PDWRAM技術者により計画された末端水路が完成する
MOWRAM及びPDWRAM技術者の受講対象者が計画された研修をTSCで受講する
MOWRAM及びPDWRAM技術者の受講対象者が計画されたOJTをモデルサイトで受講する

【成果3： TSCの技術支援の下、パイロットサイトにおいて、】

成果3-1：PDWARMの技術者により農民が用水にアクセスしやすい末端水路が建設される

成果3-2：農民がPDWRAMと協力しながら末端水路の水管理活動を開始する

活動3-1：末端水路の建設のための技術支援活動を行う

活動3-2：参加型水管理のための技術支援活動を行う



［指標］

パイロットサイトでPDWRAM技術者により建設された、効率的に配水できる末端水路整備延長
が増加する
水路の草刈、泥上げ、水利用についての話し合いなどの活動がPDWRAMと協力しながら開始さ
れる

（3）投入（インプット）

ア）日本側（約3.6億円）

1）専門家派遣

長期：3名（チーフアドバイザー／灌漑、水管理、業務調整／研修）

短期：年間15M／M程度（測量／計画、設計、施工管理、参加型水管理、パイロットサイト調査、研
修指導者の研修等、必要に応じて）

2）供与機材・施設整備（約3,000万円）

パイロットサイトでの資機材（トータルステーション、リフレクター、レベル、製図台）、研修用資
機材、等

3）研修員受入

本邦研修：年間6M／M程度（参加型水管理、組織運営、施設の維持管理等、必要に応じて）

第3国研修：タイ、ベトナム等における水管理研修

4）プロジェクト運営費・現地活動費（約5,500万円）

プロジェクト運営経費：1,000万円×3.5年、モデルサイト末端灌漑施設整備：2,000万円

イ）カンボジア側

1）カウンターパート及び要員の配置（TSC常勤技術者C／P11名、管理部門のスタッフ、他）

2）土地、建物及び施設の提供

TSC事務所［スペース（プノンペン市トゥクトゥラ地域）、光熱費等］

モデルサイト（かんがい施設、使用する施設用地）

カンダール州カンダルストゥン地区かんがい事業地区内約260ha

パイロットサイト（かんがい施設、使用する施設用地）

A：カンダール州カンダルストゥン地区かんがい事業地区（モデルサイトを除く）1,700ha程度

B：プルサット州トリアマオーム地区約100ha

C：タケオ州トムネィ地区約300ha

3）プロジェクト活動費

研修費、光熱費、管理費、カウンターパート出張旅費等

（4）外部要因（満たされるべき外部条件）

留意すべき外部要因リスクとして、以下のものが想定される。

【前提条件】

適切な数と質のC／Pが配置される



農民がプロジェクトに反対しない
パイロットサイトがカンボジア側により選定される

【成果（アウトプット）達成のための外部条件】

常勤C／Pがプロジェクトに継続して勤務する。

【プロジェクト目標達成のための外部条件】

研修を受けた技術者が水資源気象省に勤務を続ける
水資源気象省の予算が確保される

【上位目標達成のための外部条件】

技術者が水資源気象省に勤務を続け、全国の担当地域で対象農民の支援を継続する
農産物市況が悪化しない
農家の働き手が確保される
灌漑事業地区の農民が水管理活動に反対しない

5．評価5項目による評価結果

（1）妥当性

本案件は、以下の点から妥当性が高いと判断できる。

カンボジアのコメ生産性が低水準にとどまっている主要な要因は「水」である。本案件は、効率
的な水資源の利用により、農業生産の安定、さらには貧困農民の生計向上を目指すものであり、
貧困削減を国家的課題とするカンボジア側のニーズに合致している。
また、第3次フン・セン政権の基幹政策文書である四方戦略では、4つの柱となる政策分野のう
ち、「インフラの更なる整備及び増設」と「農業分野の充実」の中で、それぞれ1）水資源・か
んがいの管理、2）農業生産性の向上、を開発課題として明示し、かんがい分野の充実による農
業セクターの生産性向上を目指しているが、本案件はこの方針に沿ったものである。さらに、四
方戦略の下位文書としてMOWRAMが策定を進めている「SDP：MOWRAM 2006-2010」で
は、a）水資源管理と開発、b）行政、管理と人材開発、を行動目標として掲げているが、かん
がい技術者の育成と農民の水管理技術普及を目指す本案件の方向性は上記方針と整合している。
他ドナーのMOWRAMへの支援は、a）外部コンサルタント委託によるかんがい施設復旧プロ
ジェクト、b）管理部門の組織能力強化、c）栽培技術普及、などが中心であり、本案件で対象
としているMOWRAM／PDWRAMの技術者の技術力向上及び農民による自主的な水管理の実施に
直接焦点を当てた協力はない。したがって、他ドナーの支援との重複、競合はなく、むしろ補完
関係をなすものである。
本案件には、1）カンボジアの基幹産業である農業セクターへの支援、2）最終裨益者は農村部
の貧困層、3）周辺諸国との農業生産性格差の解消への支援、の視点が含まれているが、これら
3点は「外務省カンボジア国別援助計画」の中の4つの重点課題のうち、それぞれ1）持続的な経
済成長と安定した社会の実現、2）社会的弱者支援、4）ASEAN諸国との格差是正のための支
援、に合致する。また、2005年度JICA国別事業実施計画（案）の中では、「灌漑農業・営農改
善プログラム」の中の1プロジェクトとして位置づけられ、JICAのカンボジアに対する協力の方
向性とも整合したものである。

（2）有効性

本案件は、以下の点から十分な有効性が見込める。

プロジェクト目標として、1）MOWRAM及びPDWRAMの技術力向上、2）農民による末端水路
における自主的な水管理の実施、の二つを掲げているが、これは達成プロセスを明示するために
分割したものであり、プロジェクト目標は極めて明確である。
プロジェクト目標の1つである「MOWRAM及びPDWRAMの技術力向上」を、1）技術者の研修
機関となるTSCの組織的技術力向上（アウトプット1関連）、2）TSCが計画・実施する研修及



びOJTを受けたMOWRAM及びPDWRAMの技術者個々の技術力向上（アウトプット2関連）の2
面で定義しており、これを達成するためのアウトプットとモニタリング・評価するための指標を
明確に示している。
もう1つのプロジェクト目標である、「農民による末端水路における自主的な水管理の実施」
は、アウトプット1と2を活用しながらPDWRAMの職員が末端水路の計画設計を行い（アウト
プット3-1関連）、それによって確保された灌漑水を農民が管理し始めること（アウトプット3-
2関連）で達成される。
研修を受けた技術者が勤続すること（外部条件1）と、MOWRAMの運営予算が確保されること
（外部条件2）は、現在カンボジア側がTSCの制度化とそれに伴う予算枠の確保などを通じて積
極的に取り組み、コミットしているところであり、プロジェクト開始までに満たされる見込みは
高い。

（3）効率性

本案件は、以下の点から効率性が高いと考えられる。

TSCの組織的技術力向上のためには、研修カリキュラム、研修マテリアル、技術マニュアル及び
技術情報などの形式知の整備が必要となるが、これらに必要な要素がアウトプット1の活動とし
て適切に設定されている。また、MOWRAM及びPDWRAMの技術者の技術力向上（アウトプット
2）の手段として、TSCスタッフにより1）研修及び2）OJTを実施することとしているが、この
2つの方法は技術・技能の獲得と習熟に有効な両輪であり、アウトプット1の成果（TSCの組織
的技術力の向上）を活用することでアウトプット2が効率的に達成できる枠組みとなっている。
本案件の実施に当たっては、フェーズ1の成果（育成されたTSCの常勤C／P、技術マニュアル、
ノウハウなど）を最大限活用することとしており、このことにより効率的なプロジェクト活動の
実施が期待できる。
長期専門家は3名に絞り、またそれぞれが個別の技術移転に傾倒することなく、短期専門家や
ローカル人材などの他の投入を活用し有効にマネジメントすることにより効率的に活動を進める
計画となっている。また、長期専門家は可能な限り複数の指導科目を兼務するとともに、短期専
門家やローカルリソースを有効活用することによりコスト圧縮に努めている。

（4）インパクト

本案件のプロジェクト目標達成により、以下のようなインパクトが見込まれる。

本案件を通じて育成されたMOWRAM及びPDWRAMの技術者が、管轄地域にて末端水路の建設や
農民参加による水管理を推進することにより、安定的かつ十分に水資源が利用できるかんがい農
業地域が拡大することが見込まれる。これにより、コメ生産上主要な制約要因である水の安定的
利用が可能となることからコメの単収・収穫量が増加し、ひいてはコメ生産に依存している数多
くの農家の生計改善が期待できる。その際に、コメ生産技術の改善に取り組んでいる前述の
「バッタンバン農業生産性強化計画」の成果を活用すれば、更なる相乗効果も期待できる。
本案件は、対象となる地区にて農業生産の安定及び農家の生計改善が図られるだけでなく、その
周辺地域でも効率的な水管理に対する認識の広がりが期待できるなど、周辺地域に対しても大き
なインパクトを与えることが見込まれる。
TSCが実施する研修及びOJTはカンボジアの状況に適した体系的なかんがい技術であり、本プロ
ジェクトで開発された研修カリキュラムや研修マテリアルを開示することにより、大学教育での
活用など、国内のかんがい技術者の育成に大きく貢献することが期待される。
TSCの活動が恒常化し軌道に乗ることにより、かんがい技術者の育成を担う機関が確立されるこ
ととなる他、それを支える予算制度や行政法制度の整備につながることが期待できる。

（5）自立発展性

本案件の効果は、以下のような理由により、相手国政府によりプロジェクト終了後も継続されること
が見込まれる。

＜政策・制度面＞



2004年7月に発足した第3次フン・セン政権では、2009年までの基本政策文書である「四方戦
略」の4つの柱のうち、「インフラの更なる整備及び増設」と「農業分野の充実」の中で、それ
ぞれ1）水資源・かんがいの管理、2）農業生産性の向上、という本プロジェクトのねらいに合
致する政策目標が明示されている。また、現在カンボジア政府は水資源管理法の整備を進めてい
るが、この中において農民水利組合と水利権の要綱について副令で規定される見込みであり、こ
のことは、本案件の柱の一つである農民による自主的な水管理の実施を後押しするものである。
以上より、本案件はカンボジア政府の政策に沿ったものであり、協力終了後もカンボジア側によ
る継続的な取り組みが見込まれる。

＜組織・財政面＞

本案件開始の動きを契機として、MOWRAMではTSCをMOWRAMの一部局（Department）と位
置づけるべく必要な準備を進めており、今後閣議決定を経て正式に決定する運びとなってい
る＊。今後TSCの組織化が実現した場合、恒常的に活動予算の確保が可能となる見込みであるこ
とから、プロジェクト終了後においてもカンボジア側による活動の継続が期待できる。

＊TSCはフェーズ1開始時にMOWRAMにより設立されたものの、組織上の位置づけが不明確。

＜技術面＞

研修やOJT実施の他、研修カリキュラムや教材パッケージの作成などを通じて、TSCが技術者育
成機関としての組織的技術力を確立することにより、持続的に全国のMOWRAM／PDWRAM技術
者を育成するシステムが確立される。
プロジェクト終了後、育成されたMOWRAM／PDWARAM職員が、各自の担当部門・担当地域に
て習得した技術を実務の中で活用することにより、協力の成果が拡大していくことが見込まれ
る。また、パイロットサイトでは、TSCが計画・実施する研修及びOJTで育成されたMOWRAM
／PDWARM技術者の活動により、農民が参加型水管理を開始し、その結果農家の生計が改善す
ることが期待できるが、ここで一定の成果を収めることにより、今後MOWRAM／PDWRAMが全
国のかんがい事業に活用可能な成功モデルを構築し広く展開していくなど、カンボジア側独自で
さらに発展させていくことが見込まれる。

6．貧困・ジェンダー・環境への配慮

本案件は、天水農業に依存し収穫が不安定な中小規模貧困農家を最終裨益者とし、上位目標では
末端水路の整備による効率的な水資源の利用を通じて農業生産の安定化を図るとともに、これら
農家の生計改善を図ることとしており、貧困の視点から十分な配慮がなされている。
農民参加による水管理の推進においては、1）研修における男女間の参加機会平等、2）水管理
における男女の役割の不公平排除、3）女性の労働負担軽減や増加防止、などへの配慮を行いな
がら活動を行ってく必要がある。

7．過去の類似案件からの教訓の活用

（JICA） 1）タイ管理システム近代化計画、2）ミャンマー「灌漑技術センター計画」、3）ベトナム
「農業生産性向上のための参加型水管理推進計画」

過去のかんがいプロジェクトでは、かんがい排水施設の整備だけではなく、ハードの整備状況に
応じた水管理手法との両立が必要であり、効率的な水管理には水利用者である農民の参加が重要
な役割を果たすことが確認された。これらを踏まえ、本案件では末端水路整備の担い手となるか
んがい技術者の育成とあわせて、農民参加による適切な水管理の推進に取り組むこととした。
（他ドナー）アジア開発銀行（ADB）北西部かんがいセクターローン他
カンボジアでは、1985年以来主にADBのかんがい施設整備の借款プロジェクトのソフトコン
ポーネントを通じて、カンボジアの条件に適合した参加型かんがい管理開発手法
（Participatory Irrigation Management and Development, PIMD）の開発を進めてき
た。MOWRAMかんがい農業局農民水利開発課には既に7冊のPIMD技術マニュアル類と16人の
ファシリテーターが育成されており、主に他ドナーの資金協力プロジェクトで活用されている。
本プロジェクトにおける参加型水管理はPIMDとは別のアプローチをとっており、相互補完関係



をなすものであるが、PIMDで蓄積されたノウハウ、教材などはMOWRAMかんがい農業局との連
携の下で積極的に活用していくこととする。

8．今後の評価計画

中間評価 2008年1月頃
終了時評価 2009年1月頃
事後評価 協力終了後3年後を目途に実施予定


